
別紙（10－3）

平成28年度の政策評価体系改正により、旧体系で整理されている平成28年度以前の予算の状況や執行額を把握することが困難であるため、政策名、政策

評価調書番号、平成28、29年度当初予算額、平成30年度概算要求額のみ記載している。

評価方式 番号 31

補 正 予 算 （ 千 円 ）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

国家戦略上重要な基幹技術の推進

29年度28年度

予

算

の

状

況

執行額（千円）

計（千円）

政策評価結果の概算要求

への反映状況

30年度概算要求額

544,102,171

当 初 予 算 （ 千 円 ）

27年度

【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票1）

政策名

政策目標の達成度合い --

26年度

436,429,024

＜0＞

442,497,438

ほか復興庁一括計上分＜0＞

＜0＞

ほか復興庁一括計上分 3,515,486ほか復興庁一括計上分 3,515,597

＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞ ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分 3,973,628

0

ほか復興庁一括計上分 0

＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞
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番号

（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 文部科学本省

● 2 一般 文部科学本省

● 3 一般 文部科学本省

● 4 一般 文部科学本省

● 5 一般 文部科学本省

● 6

東日本大震

災復興特別

復興庁

● 7

エネルギー

対策特別

電源開発促進勘定

● 8

エネルギー

対策特別

電源開発促進勘定

◆ 1 一般 文部科学本省

◆ 2 一般 文部科学本省

◆ 3 一般 文部科学本省

◆ 4 一般 文部科学本省

◆ 5 一般 文部科学本省

◆ 6 一般 文部科学本省

◆ 7 一般 文部科学本省

◆ 8 一般 文部科学本省

◆ 9

東日本大震

災復興特別

復興庁

◆ 10

エネルギー

対策特別

電源開発促進勘定

◆ 11

エネルギー

対策特別

電源開発促進勘定

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞＜ ＞

国立研究開発機構日本原子力研究開発機構施設整備費

補助金に必要な経費

3,096,224 3,867,491

電源利用に必要な経費 1,428,660 1,749,200

東日本大震災復興に係る国立研究開発機構日本原子力

研究開発機構運営費交付金に必要な経費

2,808,231 2,808,231

国立研究開発機構日本原子力研究開

発機構運営費

国立研究開発機構日本原子力研究開発機構運営費交付

金に必要な経費

91,239,131 117,366,054

教育・科学技術等復興政策費 海洋に関する基幹技術の推進に必要な経費 707,366 707,255

東日本大震災復興国立研究開発機構

日本原子力研究開発機構運営費

電源立地対策

の内数の内数

107,178,855

320,145

の内数

547,617,657

41,515,599

1,364,352

の内数

477,633,487

の内数

30年度

概算要求額

1,081,886

43,569,390

1,795,652

5,534,093

69,984,170

14,101,127

910,000

の内数

446,013,035

の内数

4,507,041

55,658,495

の内数

13,711,042

29年度

当初予算額

1,381,300

31,315,309

1,346,772

国立研究開発機構日本原子力研究開

発機構運営費

事項

小計

37,981,917

対応表に

おいて●

となって

いるもの

小計

原子力研究開発に関する基幹技術の推進に必要な経費

南極地域観測事業費

研究開発推進費

国立研究開発機構日本原子力研究開発機構運営費交付

金に必要な経費

研究開発推進費

原子力エネルギーに関する基幹技術の推進に必要な経

費

電源立地に必要な経費

電源利用対策

予算額

合計

国家戦略上重要な基幹技術の推進 31

整理番号

予　算　科　目

対応表に

おいて◆

となって

いるもの

対応表に

おいて○

となって

いるもの

対応表に

おいて◇

となって

いるもの

小計

電源開発促進税財源電源立地対策及

電源利用対策費エネルギー対策特別

会計へ繰入

電源立地対策及電源利用対策費エネ

ルギー対策特別会計へ繰入

電源立地対策及電源利用対策の財源のエネルギー対策

特別会計電源開発促進勘定へ繰入れに必要な経費

国立研究開発法人海洋研究開発機構

船舶建造費

国立研究開発法人海洋研究開発機構船舶建造に必要な

経費

国立研究開発機構日本原子力研究開

発機構施設整備費

政策名

国立研究開発機構日本原子力研究開

発機構施設整備費

国立研究開発機構日本原子力研究開発機構施設整備費

補助金に必要な経費

の内数

電源開発促進税財源電源立地対策及電源利用対策費エ

ネルギー対策特別会計電源開発促進勘定へ繰入れに必

要な経費

政策評価調書（個別票2）

南極地域観測事業に必要な経費

390,354,540

海洋に関する基幹技術の推進に必要な経費

項

研究開発推進費

研究開発推進費 宇宙・航空に関する基幹技術の推進に必要な経費

政策評価結果の反映に

よる見直し額（削減

額）合計

1,261,005 1,445,567

国立研究開発法人海洋研究開発機構

運営費

国立研究開発法人海洋研究開発機構運営費交付金に必

要な経費

31,718,486 34,644,999

の内数

118,220,350

18,274,830

国立研究開発法人宇宙航空研究開発

機構運営費

国立研究開発機構宇宙航空研究開発機構運営費交付金

に必要な経費

111,286,260 131,788,943

国立研究開発法人宇宙航空研究開発

機構施設整備費

国立研究開発機構宇宙航空研究開発機構施設整備費に

必要な経費

4,725,291 6,872,638
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 31

（千円）

29年度

当初

予算額

30年度

概算要求額

増△減額

政策評価結果の概算要求への反映内容事務事業名 整理番号

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に

よる見直し額(削減額)

合計

予算額

国家戦略上重要な基幹技術の推進政策名


